
 

後援名義使⽤に関する承認基準 
 
 
ＩＲ推進局所管事項に関わる事業について、主催者から後援名義の使⽤承認 

申請があったときの承認は、下記の基準による。 
 
１ 主催者についての承認基準 

(1) 次のいずれかに該当する団体であること。 
ア 国 
イ 地⽅公共団体 
ウ 公的団体⼜はこれに準ずる団体（法⼈格は問わないが、規約、会則等の
定めがあり、団体の所在地、⽬的、組織体制が明確であり、事業遂⾏能⼒
が⼗分あると認められる団体） 

エ 報道機関・⼤学 
 (2) (1)のウに該当する団体で、次のいずれかに該当する場合には、(1)の規定

にかかわらず、承認の対象団体とはしない。 
ア 政治的⼜は宗教的な普及・宣伝活動を⾏う団体 
イ ⼤阪府暴⼒団排除条例（平成22年⼤阪府条例第58号）第2条第2号に規定
する暴⼒団員⼜は同条第4号に規定する暴⼒団密接関係者が構成員である
団体 

ウ 過去に後援名義使⽤事業報告書の提出等承認条件を履⾏しなかった団体 
    
２ 事業についての承認基準 

後援名義の使⽤承認を受ける事業は、次に掲げる事項のいずれにも該当する
こと。 
(1) 事業⽬的が、ＩＲの実現に向けた取組みの推進に寄与し、公共性があるこ

と。 
(2) 政治的⼜は宗教的な普及・宣伝活動と受け取られないこと。 
(3) 営利を⽬的としないこと。 
(4) 公序良俗に反しないこと。 
(5) ⼤阪府暴⼒団排除条例（平成２２年⼤阪府条例第５８号）第２条第１号に
規定する暴⼒団の利益になり、⼜はそのおそれがあると認められないこと。 

(6) ⼤阪府の後援名義の使⽤に当たっては、広く⼤阪府⺠全体を対象とし、原
則として府⺠が⾃由に参加できること。 

(7) ⼤阪市の後援名義の使⽤に当たっては、広く⼤阪市⺠全体を対象とし、原
則として市⺠が⾃由に参加できること。 



(8) ⼤阪府の後援名義の使⽤に当たっては、原則として、⼤阪府の区域内で実
施されること。 

(9) ⼤阪市の後援名義の使⽤に当たっては、原則として、⼤阪市の区域内で実
施されること。 

(10)  事業実施に際して、⾦品の寄附､援助､事業参加等の強要のおそれがないこ
と。 

(11) 参加料⼜は受講料等の徴収⾦がある場合には、当該徴収⾦の総額がその事
業に要する経費の範囲内であること。 

(12) 事業の開催場所では、災害防⽌及び公衆衛⽣について、⼗分な設備及び措
置が講じられること。 

(13) 過去に後援名義の使⽤条件に違反したことがないこと。 
(14) その他、後援名義の使⽤承認を⾏うことが不適当と認められないこと。 

 
附 則 
 この基準は、平成３０年１⽉１⽇から施⾏する。 
附 則 
 この基準は、平成３１年４⽉２４⽇から施⾏し、同⽇以降に実施する事業に適
⽤する。 
附 則 
 この基準は、令和７年５⽉１⽇から施⾏し、同⽇以降に実施する事業に適⽤す
る。 


